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宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）
に関するパブリックコメント（意見募集）について

◇令和５年５月２６日に施行された宅地造成及び特定盛土等規制法（通称：盛土規制法）では、

盛土等による災害から国民の生命・身体を守るため、危険な盛土等を規制する区域を指定でき

るようになりました。

◇規制開始後は、規制区域内において一定規模以上の盛土等を行う場合に許可や届出が必要にな

ります。

◇このたび、①規制区域案及び②許可要件案及び技術基準の見直し案について、その内容をお知

らせし、広く県民の皆様にご意見をいただくためパブリックコメント（意見募集）を実施します。

奈良市域の盛土規制法に基づく規制は、奈良市が所管していますので、
今回のパブリックコメントの対象ではありません。



◇県全域（奈良市域を除く）を宅地造成等工事規制区域又は特定盛土
等規制区域とする「規制区域の候補区域」は令和６年７月１日から
ホームページ上で公表しています。

◇その後、候補区域案について市町村長に意見聴取しましたが、候補
区域に関して特段の意見はありませんでした。

パブリックコメント① 規制区域案について
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規制区域案◇奈良県では、国が作成した基礎調査実施要領（規制区域編）に沿っ
て規制区域の候補区域を抽出しました。

＜規制区域の公示（規制の開始）予定日＞令和７年５月７日

次のいずれかの該当するエリア次のいずれかに該当するエリア
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項目 本県の対応案

①特定盛土等規制区域における許可の対象規模 全国一律基準による（対象規模は参考資料参照）

②中間検査の対象規模及び対象工事
全国一律基準による
（対象規模は参考資料参照、対象工事は盛土内排水工）

③定期報告の対象規模及び報告期間 全国一律基準による（対象規模は参考資料参照、３ヶ月毎の報告）

④工事内容を周辺住民に周知する方法 全国一律基準による（説明会、周知ビラ、インターネットによる公表）

パブリックコメント② 許可要件案及び技術基準の見直し案について

項目 見直し案 理由

降雨強度
＜改訂前（旧宅地造成等規制法）＞７５mm/hr
＜改訂後＞大和川流域：１１６mm/hr 等

規制区域が中山間地域を含めて拡大されるため、各地域の
気候・地理的条件に適用できる基準へと見直すもの
他法令基準との整合を踏まえつつ基準を設定

【１．許可要件案】

◇盛土等の許可を受けるにあたり適合すべき許可要件・技術基準については、国が定めた全国一律基準がありま
すが、地域の実情や気候・地理的条件等により全国一律基準では法の目的を達成しづらい場合は、条例や規則
等で強化・付加することができます

＜適用予定日＞規制区域の公示日と同日（２記載の降雨強度は、規制区域公示日以降の申請に適用）

【２．技術基準の見直し案】

◇次の①～④については、国が定めた全国一律基準とします。

◇従前から県で定めている工事の技術基準のうち、降雨強度を見直します。
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参考資料○許可等が必要となる盛土等の規模
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参考資料
○許可等が必要となる盛土等の規模


